11月29日        第7回　20（１０）、21（１０）-22章（１０）
　　　　　　第20章１－２長瀬　３－４鹿山　５－６渡辺
　　　　　　第21章１－３板持　４－７樋口
　　　　　　第22章１長屋　２小林　３田村　４－５高島　６－７板持
第20章～第22章
◎現代的傾向の1つの集約である、第2次リステイトメントの内容を説明している。
不法行為事件、契約事件、さらに伝統的ルールで問題となってきた論点について，第2次リステイトメントがどのように対処したかを概説している。なお、資料の末尾に通則法を掲げたので、日本法との比較もできれば行うことにしたい。
第20章　牴触法第二次リステイトメントと不法行為法
◎第2次リステイトメントでは、さまざまな要素を判断して、当該争点にとっての最密接関係地の法を選択するという手法をとっている。146条以下に個別の不法行為法・争点についてルールはあるが、どれにも、その他の州（国）の利益が優越していない場合という条件がついており，それを確認するために、145条及び6条の一般原則の下での分析が必要となっている。裁判所はこのようなルールを歓迎したが、学者の評価は高くない。
１　legal terms
  the most significant relationship
  tort claim of bad faith (breach of contract)
２ Cases
  Hataway v. McKinley, 830 S.W.2d 53 (Tenn. 1992)
  Bates v. Superior Court, 749 P.2d 1367 (Ariz. 1988)
  Gordon v. Kramer, 604 P.2d 1153 (Ariz. 1979)
　Phillips v. General Motors Corp., 995 P.2d 1002 (Mont. 2000)
  Johnson v. Spider Staging Corp., 555 P.2d 997 (Wash. 1976)
３　第20章　第二次リステイトメントと不法行為法の要点
１）1969年成立の第二次リステイトメント
　　①判例法の再記述という原点に立ち返る
　  ②同時に、裁判所を指導する指針を明らかにしつつ，形式的なルールではなく、具体的に妥当な解決を図るルールを作る。
　　③裁判所は歓迎。22州がこの不法行為法部分を採用。連邦も。しかし、学者には評判が悪く、ケースブックでもほとんど扱われていない。
２）要は145条（不法行為法の準拠法選択に関する一般原則）と6条（すべての準拠法選択に関する一般原則）
　　①初期の草案は、不法行為地法重視。批判を受けて、145条で4つの連結点を列挙し，さらに7要素を列挙する6条の一般原則に言及。
　　②一般原則の優位で、個別事例のルールはむしろ参考程度。形式的なルールの適用を排除。
　　③6条　まず当事者の準拠法選択を尊重
　　　　　　それがない場合の7つの考慮要素
　　　　　　　　a　州際的･国際的システムの必要性（国際交流・通商を阻害しないこと）
　　　　　　　　b　法廷地の法政策
　　　　　　　　c　他の利害関係のある州の法政策
　　　　　　　　d　正当な期待の保護
　　　　　　　　e  当該分野の法が基礎におく法政策
　　            f 　結果の予見可能性･法的安定性
                g　準拠法選択を決定する容易さ
　　④これらのうち不法行為法では、a、d、f　は無関係　他の4つの要素が重要
　　　a は通常の過失による不法行為では無関係
　　　dは当事者の期待で予め定めておいたものだから無関係
　　　fも、過失による不法行為に関する法を予見して行動するわけはないので無関係
　　⑤145条で不法行為法の準拠法選択に関する一般原則
　　　　　①争点毎に、最も密接な関係を持つ州法を適用する
　　　　　②不法行為法の準拠法選択に関する連結点４つ
　　　　　　　　a 不法行為の発生地
　　　　　　　　b不法行為による損害発生地
　　　　　　　　c　当事者のドミサイル・住所・国籍・法人設立地
　　　　　　　　d　当事者間の関係で中心となる地
　　　⑥これらの要点
　　　　　　（１）1つの州法に収斂するはず―最密接関係地の法だから
　　　　　　（２）争点毎　―　depecage の判断
　　　⑦個別の不法行為法・争点に関する特別ルール
　　　　　しかし、実際はこちらではなく，一般原則を適用する裁判所が多い
４　練習問題
   第20章１－２長瀬　３－４鹿山　５－６渡辺
①不備な答案
　最密接関係地の法という第二次リステイトメントの基本が述べられていない
　それぞれの州の法政策に関する分析がなく、形式的なルールのあてはめに終わっている。
②不備な質問
　　ドミサイルの条件がない
　　特別法から6条の一般原則にという叙述の順序　そのうえで、6条適用による７要素を分析すること。その際、通常の過失による不法行為と異なり、正当防衛で銃を発射する行為は故意によるものであり、そこではd、fも考慮すべきものとなる
③EDの州民がWDにバイク旅行。一方の過失で事故を起こし、他方（乗せてもらった人）がけがをする。WDには乗せた人にもヘルメット着用させるよう運転者に義務づけるヘルメット義務づけ法があり，違反者は厳格責任。ED法は，ヘルメット法なし。通常の過失責任。
　第2次リステイトメントでは、特別法（146条）で事故地の法だが、他の州が重要な利益をもたないという条件がついているとして、一般原則である145条に戻る。そのうえで7要素を分析し、結論としてはWD法の適用となる。
④同事実で、ED州民が夫婦であり、WDでは配偶者不法行為免責規定があり、EDにはあるとすると、どうなるか。
　第2次リステイトメントによれば、争点毎に判断されるので、共通のドミサイルのあるED法が適用になる。
⑤インターネットで購入したコンタクト・レンズ。購入者（被害者）はM国。売り主はS国で製造者もS国。原因は、M国では禁止しているphligiston。S国では合法。M国では欠陥あり。
　法政策分析を行ったうえで、M国法。
⑥日焼け器による皮膚がん。メーカーはP国。被害者はS国。S国には不法行為死亡には50000ドルの制限あり。P国にはなし。P国で提訴。
　SとPの法政策分析をしたうえで、P国法。
　　　（S国で提訴されても、本来は同じ結論になりそうだが。そうかもしれない）
第21章　契約法の準拠法―第2次リステイトメントとUCC
◎契約に関する準拠法選択は、UCCまたは第2次リステイトメントによって、現代型アプローチの対応がなされている。ポイントは、当事者の選択優先と、それがない場合には、最密接関係地の法ということである。
１　legal terms
　continent fee agreement
　
２ 第21章契約法の準拠法―第2次リステイトメントとUCCの要点
　１）現代的アプローチはUCCと第2次リステイトメントに結実している。基本的なポイントは、当事者の定めがあればそれを尊重すること、それがない場合には契約を有効にする法を優先するということである。
　２）UCCはすべての州で採択されており、動産売買契約についての第2編が特に重要である。ただし、不動産売買とサービス契約には適用されない。それが適用されない場合には第2次リステイトメントが待ち構える。そこでは当該取引と最密接関係地の法が適用されるのが原則となる。24州で採用している。他の州も現代的アプローチをとる州が多い。
　３）UCCの目的は取引に関する実体法の統一にあり、したがって、それが採用されているところでは，本来、法の衝突はない。しかし、実際には、州によってUCCの異なる版を採用していること、UCCを採用していない外国との間での問題など、準拠法選択が問題となる場面はいくらでもある。
　UCCの古い版では、法廷地のUCC法を適用するのが優先されるルールをとっていたが、2001年改定で、消費者契約以外の契約では当事者が選択した州が何ら取引と合理的な関係がない場合でもそれを適用すること、UCCで決まらない場合には、一般的な準拠法選択ルール（第2次リステイトメントのルール）が適用されると明記して、あらゆる場合に対処するようになったが、この2001年版を採用した州はまだない（Virgin Islandsのみ）。
　４）第2次リステイトメントでは、当事者の選択尊重、それがない場合には、187条で当該争点についての最密接関係地の法とされ、187条にそのための連結点5つを列挙しているほか、6条の一般原則を参酌してそれを判断することとされる。
　当事者の選択優先には、1つ重要な例外があり、その法を適用すると契約が無効になる場合には当事者の錯誤としてそれに従わない。このような争点まで想定していたと思えない場合でもなお選択された法を適用するのが原則だが、例外として、その州が相当の関係があるといえないケースや、それがあるとしてもその適用された結果が他州のもっと重要な関係を持つ州の基本的な法政策に反するケースでは、やはり選択された法律を適用しない。
３　練習問題
       第21章１－３板持　４－７樋口
①Illinoisの住民2名（1名は弁護士）がS国に休暇に行き、その時に、成功報酬を伴う弁護委託契約を結ぶ。S国ではこの取り決めは無効、イリノイでは有効。
　第1次リステイトメントだと契約締結地になるので問題だが、第2次リステイトメントではイリノイ州法となる。本件はサービス提供契約であるからUCCの適用はない。
②メキシコで製造された製品をNV州の会社が，外国のX国の会社に売却。交渉と引き渡しはX国。この契約の有効性が争われる場面では、NVで提訴されると、NVが古い版のUCCを採択しているので、そのappropriate relationの解釈が広いならこれでもNVのUCCが適用になる。狭い場合は第2次リステイトメントを適用して、最密接関係地の法としてはX国法となる。
③同じ事実。準拠法選択条項があり、サウジ・アラビア法となっていた。
　古いが実際に行われているUCC版では無効。第2次リステイトメントでも同じ。
　ただし、新版のUCCなら有効。
④FとBがN国で契約締結。準拠法はP国法とする。しかし、P国法の準拠法ルールでは、契約締結地法となる。
　第2次リステイトメントではrenvoiはなく、単純にN国法。
⑤カナダとミネソタの間での1000ドルで売却する契約。カナダ・ドルかアメリカ・ドルか。カナダ法を準拠法とするとある。
　これはカナダ法によって、1000カナダ・ドルとなる。
⑥どちらも履行を先にしろという。これは？
　当事者の定めた準拠法、最密接関係地の法によって決まる。
⑦代金支払いの方法は？　アメリカ・ドルの小切手で？　あるいはカナダ紙幣で？
　これは履行地の法により、それがミネソタ州法で有効ならいずれでも可能。
第22章　伝統的な問題に対する現代的アプローチ
１　legal terms
２　cases
  Nedlloyded Lines B. V. v. Superior Court, 834 P.2d 1148 (Cal. 1992)
  Bernkrant v. Fowler, 360 P.2d 906 (Cal. 1961)
　Nelson v. International Paint Co., 716 F.2d 640 (9th Cir. 1983)
　Ledesma v. Jack Stewart Produce, Inc., 816 F.2d 482 (9th Cir. 1987)
　Kilberg v. Northeast Airlines, Inc., 172 N.E.2d 526 (N.Y. 1961)
  McDaniel v. Ritter, 556 So.2d 303 (Miss. 1989)
  Owen v. Owen, 444 N.E.2d 710 (S.D. 1989)
  Paul v. National Life, 352 S.E.2d 550 (W.Va. 1986)
  Marchlik v. Coronet Insurance Co., 239 N.E.2d 799 (Ill. 1968)
  Schultz v. Boy Scouts of America, Inc., 480 N.E.2d 679 (N.Y. 1985)
  California Wong v. Tenneco, 702 P.2d 570 (Cal. 1989)
  MacDonald v. General Motors Corp., 110 F.3d 337 (6th Cir. 1997)
  Tooker v. Lopez, 249 N.E.2d 394 (N.Y. 1969)
  Reich v. Purcell, 442 P.2d 727 (Cal. 1967)
  Phillips v. General Motors Corp., 995 P.2d 1002 (Mont. 2000)
  Gore v. Northeast Airlines, 373 F.2d 717 (2d Cir. 1967)
  Miller v. Miller, 237 N.E. 2d 877 (N.Y. 1968)
３　第22章 伝統的な問題に対する現代的アプローチの要点
◎本章では、請求原因をどのように定式するか（characterization)、手続きと実体、出訴期限、反致、公序、ドミサイルの意義など、伝統的アプローチで残された課題に現代アプローチはどう対応しているかについて説明する。
　１）請求原因の競合や操作という問題については、当事者の選択優先ルールを他の請求原因にも適用する。
　２）手続き・実体の区別の問題は、第2次リステイトメントでも問題となる。訴訟の手続き関係は法廷地法であるが、その内容が，従来とやや異なる。当事者の能力、承認の能力、訴答や異議申立て、審理方法、判決の執行等は手続きだが、不法行為訴訟の訴権存続や求償、損害賠償の算定、それに付ける利息、詐欺防止法、口頭証拠排除則、証言拒絶特権などは実体法の問題としてとらえられている。
　３）出訴期限は、伝統的ルールでは手続きとされており（法廷地法による）、第2次リステイトメントでもそれを踏襲し、一定の例外を認める形だったが、1988年改訂がなされた。それによれば、原則は法廷地法（短い出訴期限の場合）。法廷地法が長い出訴期限を定める場合には、やはり法廷地法だが、法廷地が当該訴訟に実質的な関係がなく、かつ他の州がもっと重要な関係を持つ場合には、その州の短い出訴期限が適用となる。
 ４）反致(renvoi)は、原則として問題とされない。利益分析では、まさにその結果1つの法が指定されるので，反致は問題とならない。第2次リステイトメントでの契約及び不法行為について最密接関係地の法ということでも、反致は問題とならない。
　しかし、そのような分析の過程で、他の州の準拠法ルールについても考慮すべきだとされていること、さらに不動産に関する事件では反致を認めているので、第2次リステイトメントでもBという評価となる。
　５）公序は従来でも強い公序でないと認められなかったが、現代型アプローチでは各州の利益の分析をするので、いっそう公序をもってくる余地は狭まっている。さらに、第2次リステイトメントでは、公序違反が問題となる事例はそもそも裁判管轄権が認められないという扱いも可能となっている。
　６）ドミサイルは第2次リステイトメントでも重要度を増している。
４　練習問題
　　　　　　第22章１長屋　２小林　３田村　４－５高島　６－７板持
①bad faith tort 　WCでは請求原因可能。しかし、契約締結地であるECではなし。
　不法行為だとすると、WCになるが、例外あり。契約違反で行くと、EC。
　これは、第2次リステイトメントでも、請求原因の決め方の問題は残っていることを示す。
②ジャングル･ツアーでけがをさせる。当地の法では、ハンティング･ツアー業者の責任なし。業者と参加者の国では過失責任あり。
　利益分析では、この抗弁が損失移転ルールか行為規制ルールかで異なり、前者ならfalse conflicts でドミサイルが共通の地の法。しかし、行為規制ルールなら、カリーの純粋型利益分析なら法廷地法、修正型なら、その判断による。
③ネバダの不動産売買に絡んで、一部支払をすれば、残額免除の約束がネバダで口頭により交わされる。残額免除は遺言の中で明記とされたが、実際に話されていなかった。売り主は2年後にカリフォルニアで死亡し、その時点ではドミサイルはカリフォルニア州だった。同州は、詐欺防止法により書面がない限りこのような約束の効果は認めない。ネバダでは認める可能性あり。
　カリフォルニア州裁判所は、ネバダ州法を適用することにした。どちらも契約時のドミサイルがネバダとすると、false conflictsであり、仮に、売り主のドミサイルがカリフォルニアでも、死亡時にどこにドミサイルがあるかは確実でないため、当事者の期待を尊重してネバダ州法と考えられるとした。
　第2次リステイトメントでは、最密接関係地の法となるが、交渉地や履行地などの連結点を考慮し、何より当事者の期待ということから、ネバダ州法になろう。
④テキサスのTがカリフォルニアのCによって，アラスカでけがをさせられた。Tは1年以上たってカリフォルニアで提訴。カリフォルニア州は1年の出訴期限。テキサスでもアラスカでももっと長い。
　短い出訴期限については原則として法廷地法というのが第2次リステイトメント。
⑤同様の事案で、けがをしたのがカリフォルニア州民で、どういうわけかカリフォルニア州で提訴。
　第2次リステイトメントでは短期の出訴期限が適用されてだめ。
　1987年の判例で、comparative impairment型利益分析を適用して、アリゾナ州法を適用した例あり。
⑥損害発生地と不法行為地が異なる事例で，前者の国は準拠法選択として不法行為地法、後者の国は損害発生地法としている例。反致を繰り返すといつまでも反致が続くことになりかねないが、第2次リステイトメントでも利益分析でも、反致はなしとする。ただし、それぞれ、準拠法選択ルールも考慮するようにといっているので、その限度で入り込んでくる可能性がある。
⑦W国の住民がL国で事故を起こして一方が他方にけが。L国は厳格責任。Wは過失責任。Wの裁判所は、過失責任ルールは国外の事件では適用なしという先例あり。
　第2次リステイトメントでは、・・・
  法の適用に関する通則法
（平成十八年六月二十一日法律第七十八号）
法例（明治三十一年法律第十号）の全部を改正する。
　第一章　総則（第一条） 
　第二章　法律に関する通則（第二条・第三条） 
　第三章　準拠法に関する通則 
　　第一節　人（第四条―第六条） 
　　第二節　法律行為（第七条―第十二条） 
　　第三節　物権等（第十三条） 
　　第四節　債権（第十四条―第二十三条） 
　　第五節　親族（第二十四条―第三十五条） 
　　第六節　相続（第三十六条・第三十七条） 
　　第七節　補則（第三十八条―第四十三条） 
　附則 
    第一章　総則
（趣旨）
第一条 　この法律は、法の適用に関する通則について定めるものとする。
　　　第二章　法律に関する通則
（法律の施行期日）
第二条 　法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。ただし、法律でこれと異なる施行期日を定めたときは、その定めによる。
（法律と同一の効力を有する慣習）
第三条 　公の秩序又は善良の風俗に反しない慣習は、法令の規定により認められたもの又は法令に規定されていない事項に関するものに限り、法律と同一の効力を有する。
　　　第三章　準拠法に関する通則
　　　　第一節　人
（人の行為能力）
第四条 　人の行為能力は、その本国法によって定める。
２ 　法律行為をした者がその本国法によれば行為能力の制限を受けた者となるときであっても行為地法によれば行為能力者となるべきときは、当該法律行為の当時そのすべての当事者が法を同じくする地に在った場合に限り、当該法律行為をした者は、前項の規定にかかわらず、行為能力者とみなす。
３ 　前項の規定は、親族法又は相続法の規定によるべき法律行為及び行為地と法を異にする地に在る不動産に関する法律行為については、適用しない。
（後見開始の審判等）
第五条 　裁判所は、成年被後見人、被保佐人又は被補助人となるべき者が日本に住所若しくは居所を有するとき又は日本の国籍を有するときは、日本法により、後見開始、保佐開始又は補助開始の審判（以下「後見開始の審判等」と総称する。）をすることができる。
（失踪の宣告）
第六条 　裁判所は、不在者が生存していたと認められる最後の時点において、不在者が日本に住所を有していたとき又は日本の国籍を有していたときは、日本法により、失踪の宣告をすることができる。
２ 　前項に規定する場合に該当しないときであっても、裁判所は、不在者の財産が日本に在るときはその財産についてのみ、不在者に関する法律関係が日本法によるべきときその他法律関係の性質、当事者の住所又は国籍その他の事情に照らして日本に関係があるときはその法律関係についてのみ、日本法により、失踪の宣告をすることができる。
　　　　第二節　法律行為
（当事者による準拠法の選択）
第七条 　法律行為の成立及び効力は、当事者が当該法律行為の当時に選択した地の法による。
（当事者による準拠法の選択がない場合）
第八条 　前条の規定による選択がないときは、法律行為の成立及び効力は、当該法律行為の当時において当該法律行為に最も密接な関係がある地の法による。
２ 　前項の場合において、法律行為において特徴的な給付を当事者の一方のみが行うものであるときは、その給付を行う当事者の常居所地法（その当事者が当該法律行為に関係する事業所を有する場合にあっては当該事業所の所在地の法、その当事者が当該法律行為に関係する二以上の事業所で法を異にする地に所在するものを有する場合にあってはその主たる事業所の所在地の法）を当該法律行為に最も密接な関係がある地の法と推定する。
３ 　第一項の場合において、不動産を目的物とする法律行為については、前項の規定にかかわらず、その不動産の所在地法を当該法律行為に最も密接な関係がある地の法と推定する。
（当事者による準拠法の変更）
第九条 　当事者は、法律行為の成立及び効力について適用すべき法を変更することができる。ただし、第三者の権利を害することとなるときは、その変更をその第三者に対抗することができない。
（法律行為の方式）
第十条 　法律行為の方式は、当該法律行為の成立について適用すべき法（当該法律行為の後に前条の規定による変更がされた場合にあっては、その変更前の法）による。
２ 　前項の規定にかかわらず、行為地法に適合する方式は、有効とする。
３ 　法を異にする地に在る者に対してされた意思表示については、前項の規定の適用に当たっては、その通知を発した地を行為地とみなす。
４ 　法を異にする地に在る者の間で締結された契約の方式については、前二項の規定は、適用しない。この場合においては、第一項の規定にかかわらず、申込みの通知を発した地の法又は承諾の通知を発した地の法のいずれかに適合する契約の方式は、有効とする。
５ 　前三項の規定は、動産又は不動産に関する物権及びその他の登記をすべき権利を設定し又は処分する法律行為の方式については、適用しない。
（消費者契約の特例）
第十一条 　消費者（個人（事業として又は事業のために契約の当事者となる場合におけるものを除く。）をいう。以下この条において同じ。）と事業者（法人その他の社団又は財団及び事業として又は事業のために契約の当事者となる場合における個人をいう。以下この条において同じ。）との間で締結される契約（労働契約を除く。以下この条において「消費者契約」という。）の成立及び効力について第七条又は第九条の規定による選択又は変更により適用すべき法が消費者の常居所地法以外の法である場合であっても、消費者がその常居所地法中の特定の強行規定を適用すべき旨の意思を事業者に対し表示したときは、当該消費者契約の成立及び効力に関しその強行規定の定める事項については、その強行規定をも適用する。
２ 　消費者契約の成立及び効力について第七条の規定による選択がないときは、第八条の規定にかかわらず、当該消費者契約の成立及び効力は、消費者の常居所地法による。
３ 　消費者契約の成立について第七条の規定により消費者の常居所地法以外の法が選択された場合であっても、当該消費者契約の方式について消費者がその常居所地法中の特定の強行規定を適用すべき旨の意思を事業者に対し表示したときは、前条第一項、第二項及び第四項の規定にかかわらず、当該消費者契約の方式に関しその強行規定の定める事項については、専らその強行規定を適用する。
４ 　消費者契約の成立について第七条の規定により消費者の常居所地法が選択された場合において、当該消費者契約の方式について消費者が専らその常居所地法によるべき旨の意思を事業者に対し表示したときは、前条第二項及び第四項の規定にかかわらず、当該消費者契約の方式は、専ら消費者の常居所地法による。
５ 　消費者契約の成立について第七条の規定による選択がないときは、前条第一項、第二項及び第四項の規定にかかわらず、当該消費者契約の方式は、消費者の常居所地法による。
６ 　前各項の規定は、次のいずれかに該当する場合には、適用しない。
一 　事業者の事業所で消費者契約に関係するものが消費者の常居所地と法を異にする地に所在した場合であって、消費者が当該事業所の所在地と法を同じくする地に赴いて当該消費者契約を締結したとき。ただし、消費者が、当該事業者から、当該事業所の所在地と法を同じくする地において消費者契約を締結することについての勧誘をその常居所地において受けていたときを除く。
二 　事業者の事業所で消費者契約に関係するものが消費者の常居所地と法を異にする地に所在した場合であって、消費者が当該事業所の所在地と法を同じくする地において当該消費者契約に基づく債務の全部の履行を受けたとき、又は受けることとされていたとき。ただし、消費者が、当該事業者から、当該事業所の所在地と法を同じくする地において債務の全部の履行を受けることについての勧誘をその常居所地において受けていたときを除く。
三 　消費者契約の締結の当時、事業者が、消費者の常居所を知らず、かつ、知らなかったことについて相当の理由があるとき。
四 　消費者契約の締結の当時、事業者が、その相手方が消費者でないと誤認し、かつ、誤認したことについて相当の理由があるとき。
（労働契約の特例）
第十二条 　労働契約の成立及び効力について第七条又は第九条の規定による選択又は変更により適用すべき法が当該労働契約に最も密接な関係がある地の法以外の法である場合であっても、労働者が当該労働契約に最も密接な関係がある地の法中の特定の強行規定を適用すべき旨の意思を使用者に対し表示したときは、当該労働契約の成立及び効力に関しその強行規定の定める事項については、その強行規定をも適用する。
２ 　前項の規定の適用に当たっては、当該労働契約において労務を提供すべき地の法（その労務を提供すべき地を特定することができない場合にあっては、当該労働者を雇い入れた事業所の所在地の法。次項において同じ。）を当該労働契約に最も密接な関係がある地の法と推定する。
３ 　労働契約の成立及び効力について第七条の規定による選択がないときは、当該労働契約の成立及び効力については、第八条第二項の規定にかかわらず、当該労働契約において労務を提供すべき地の法を当該労働契約に最も密接な関係がある地の法と推定する。
　　　　第三節　物権等
（物権及びその他の登記をすべき権利）
第十三条 　動産又は不動産に関する物権及びその他の登記をすべき権利は、その目的物の所在地法による。
２ 　前項の規定にかかわらず、同項に規定する権利の得喪は、その原因となる事実が完成した当時におけるその目的物の所在地法による。
　　　　第四節　債権
（事務管理及び不当利得）
第十四条 　事務管理又は不当利得によって生ずる債権の成立及び効力は、その原因となる事実が発生した地の法による。
（明らかにより密接な関係がある地がある場合の例外）
第十五条 　前条の規定にかかわらず、事務管理又は不当利得によって生ずる債権の成立及び効力は、その原因となる事実が発生した当時において当事者が法を同じくする地に常居所を有していたこと、当事者間の契約に関連して事務管理が行われ又は不当利得が生じたことその他の事情に照らして、明らかに同条の規定により適用すべき法の属する地よりも密接な関係がある他の地があるときは、当該他の地の法による。
（当事者による準拠法の変更）
第十六条 　事務管理又は不当利得の当事者は、その原因となる事実が発生した後において、事務管理又は不当利得によって生ずる債権の成立及び効力について適用すべき法を変更することができる。ただし、第三者の権利を害することとなるときは、その変更をその第三者に対抗することができない。
（不法行為）
第十七条 　不法行為によって生ずる債権の成立及び効力は、加害行為の結果が発生した地の法による。ただし、その地における結果の発生が通常予見することのできないものであったときは、加害行為が行われた地の法による。
（生産物責任の特例）
第十八条 　前条の規定にかかわらず、生産物（生産され又は加工された物をいう。以下この条において同じ。）で引渡しがされたものの瑕疵により他人の生命、身体又は財産を侵害する不法行為によって生ずる生産業者（生産物を業として生産し、加工し、輸入し、輸出し、流通させ、又は販売した者をいう。以下この条において同じ。）又は生産物にその生産業者と認めることができる表示をした者（以下この条において「生産業者等」と総称する。）に対する債権の成立及び効力は、被害者が生産物の引渡しを受けた地の法による。ただし、その地における生産物の引渡しが通常予見することのできないものであったときは、生産業者等の主たる事業所の所在地の法（生産業者等が事業所を有しない場合にあっては、その常居所地法）による。
（名誉又は信用の毀損の特例）
第十九条 　第十七条の規定にかかわらず、他人の名誉又は信用を毀損する不法行為によって生ずる債権の成立及び効力は、被害者の常居所地法（被害者が法人その他の社団又は財団である場合にあっては、その主たる事業所の所在地の法）による。
（明らかにより密接な関係がある地がある場合の例外）
第二十条 　前三条の規定にかかわらず、不法行為によって生ずる債権の成立及び効力は、不法行為の当時において当事者が法を同じくする地に常居所を有していたこと、当事者間の契約に基づく義務に違反して不法行為が行われたことその他の事情に照らして、明らかに前三条の規定により適用すべき法の属する地よりも密接な関係がある他の地があるときは、当該他の地の法による。
（当事者による準拠法の変更）
第二十一条 　不法行為の当事者は、不法行為の後において、不法行為によって生ずる債権の成立及び効力について適用すべき法を変更することができる。ただし、第三者の権利を害することとなるときは、その変更をその第三者に対抗することができない。
（不法行為についての公序による制限）
第二十二条 　不法行為について外国法によるべき場合において、当該外国法を適用すべき事実が日本法によれば不法とならないときは、当該外国法に基づく損害賠償その他の処分の請求は、することができない。
２ 　不法行為について外国法によるべき場合において、当該外国法を適用すべき事実が当該外国法及び日本法により不法となるときであっても、被害者は、日本法により認められる損害賠償その他の処分でなければ請求することができない。
（債権の譲渡）
第二十三条 　債権の譲渡の債務者その他の第三者に対する効力は、譲渡に係る債権について適用すべき法による。
　　　　第五節　親族
（婚姻の成立及び方式）
第二十四条 　婚姻の成立は、各当事者につき、その本国法による。
２ 　婚姻の方式は、婚姻挙行地の法による。
３ 　前項の規定にかかわらず、当事者の一方の本国法に適合する方式は、有効とする。ただし、日本において婚姻が挙行された場合において、当事者の一方が日本人であるときは、この限りでない。
（婚姻の効力）
第二十五条 　婚姻の効力は、夫婦の本国法が同一であるときはその法により、その法がない場合において夫婦の常居所地法が同一であるときはその法により、そのいずれの法もないときは夫婦に最も密接な関係がある地の法による。
（夫婦財産制）
第二十六条 　前条の規定は、夫婦財産制について準用する。
２ 　前項の規定にかかわらず、夫婦が、その署名した書面で日付を記載したものにより、次に掲げる法のうちいずれの法によるべきかを定めたときは、夫婦財産制は、その法による。この場合において、その定めは、将来に向かってのみその効力を生ずる。
一 　夫婦の一方が国籍を有する国の法
二 　夫婦の一方の常居所地法
三 　不動産に関する夫婦財産制については、その不動産の所在地法
３ 　前二項の規定により外国法を適用すべき夫婦財産制は、日本においてされた法律行為及び日本に在る財産については、善意の第三者に対抗することができない。この場合において、その第三者との間の関係については、夫婦財産制は、日本法による。
４ 　前項の規定にかかわらず、第一項又は第二項の規定により適用すべき外国法に基づいてされた夫婦財産契約は、日本においてこれを登記したときは、第三者に対抗することができる。
（離婚）
第二十七条 　第二十五条の規定は、離婚について準用する。ただし、夫婦の一方が日本に常居所を有する日本人であるときは、離婚は、日本法による。
（嫡出である子の親子関係の成立）
第二十八条 　夫婦の一方の本国法で子の出生の当時におけるものにより子が嫡出となるべきときは、その子は、嫡出である子とする。
２ 　夫が子の出生前に死亡したときは、その死亡の当時における夫の本国法を前項の夫の本国法とみなす。
（嫡出でない子の親子関係の成立）
第二十九条 　嫡出でない子の親子関係の成立は、父との間の親子関係については子の出生の当時における父の本国法により、母との間の親子関係についてはその当時における母の本国法による。この場合において、子の認知による親子関係の成立については、認知の当時における子の本国法によればその子又は第三者の承諾又は同意があることが認知の要件であるときは、その要件をも備えなければならない。
２ 　子の認知は、前項前段の規定により適用すべき法によるほか、認知の当時における認知する者又は子の本国法による。この場合において、認知する者の本国法によるときは、同項後段の規定を準用する。
３ 　父が子の出生前に死亡したときは、その死亡の当時における父の本国法を第一項の父の本国法とみなす。前項に規定する者が認知前に死亡したときは、その死亡の当時におけるその者の本国法を同項のその者の本国法とみなす。
（準正）
第三十条 　子は、準正の要件である事実が完成した当時における父若しくは母又は子の本国法により準正が成立するときは、嫡出子の身分を取得する。
２ 　前項に規定する者が準正の要件である事実の完成前に死亡したときは、その死亡の当時におけるその者の本国法を同項のその者の本国法とみなす。
（養子縁組）
第三十一条 　養子縁組は、縁組の当時における養親となるべき者の本国法による。この場合において、養子となるべき者の本国法によればその者若しくは第三者の承諾若しくは同意又は公的機関の許可その他の処分があることが養子縁組の成立の要件であるときは、その要件をも備えなければならない。
２ 　養子とその実方の血族との親族関係の終了及び離縁は、前項前段の規定により適用すべき法による。
（親子間の法律関係）
第三十二条 　親子間の法律関係は、子の本国法が父又は母の本国法（父母の一方が死亡し、又は知れない場合にあっては、他の一方の本国法）と同一である場合には子の本国法により、その他の場合には子の常居所地法による。
（その他の親族関係等）
第三十三条 　第二十四条から前条までに規定するもののほか、親族関係及びこれによって生ずる権利義務は、当事者の本国法によって定める。
（親族関係についての法律行為の方式）
第三十四条 　第二十五条から前条までに規定する親族関係についての法律行為の方式は、当該法律行為の成立について適用すべき法による。
２ 　前項の規定にかかわらず、行為地法に適合する方式は、有効とする。
（後見等）
第三十五条 　後見、保佐又は補助（以下「後見等」と総称する。）は、被後見人、被保佐人又は被補助人（次項において「被後見人等」と総称する。）の本国法による。
２ 　前項の規定にかかわらず、外国人が被後見人等である場合であって、次に掲げるときは、後見人、保佐人又は補助人の選任の審判その他の後見等に関する審判については、日本法による。
一 　当該外国人の本国法によればその者について後見等が開始する原因がある場合であって、日本における後見等の事務を行う者がないとき。
二 　日本において当該外国人について後見開始の審判等があったとき。
　　　　第六節　相続
（相続）
第三十六条 　相続は、被相続人の本国法による。
（遺言）
第三十七条 　遺言の成立及び効力は、その成立の当時における遺言者の本国法による。
２ 　遺言の取消しは、その当時における遺言者の本国法による。
　　　　第七節　補則
（本国法）
第三十八条 　当事者が二以上の国籍を有する場合には、その国籍を有する国のうちに当事者が常居所を有する国があるときはその国の法を、その国籍を有する国のうちに当事者が常居所を有する国がないときは当事者に最も密接な関係がある国の法を当事者の本国法とする。ただし、その国籍のうちのいずれかが日本の国籍であるときは、日本法を当事者の本国法とする。
２ 　当事者の本国法によるべき場合において、当事者が国籍を有しないときは、その常居所地法による。ただし、第二十五条（第二十六条第一項及び第二十七条において準用する場合を含む。）及び第三十二条の規定の適用については、この限りでない。
３ 　当事者が地域により法を異にする国の国籍を有する場合には、その国の規則に従い指定される法（そのような規則がない場合にあっては、当事者に最も密接な関係がある地域の法）を当事者の本国法とする。
（常居所地法）
第三十九条 　当事者の常居所地法によるべき場合において、その常居所が知れないときは、その居所地法による。ただし、第二十五条（第二十六条第一項及び第二十七条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、この限りでない。
（人的に法を異にする国又は地の法）
第四十条 　当事者が人的に法を異にする国の国籍を有する場合には、その国の規則に従い指定される法（そのような規則がない場合にあっては、当事者に最も密接な関係がある法）を当事者の本国法とする。
２ 　前項の規定は、当事者の常居所地が人的に法を異にする場合における当事者の常居所地法で第二十五条（第二十六条第一項及び第二十七条において準用する場合を含む。）、第二十六条第二項第二号、第三十二条又は第三十八条第二項の規定により適用されるもの及び夫婦に最も密接な関係がある地が人的に法を異にする場合における夫婦に最も密接な関係がある地の法について準用する。
（反致）
第四十一条 　当事者の本国法によるべき場合において、その国の法に従えば日本法によるべきときは、日本法による。ただし、第二十五条（第二十六条第一項及び第二十七条において準用する場合を含む。）又は第三十二条の規定により当事者の本国法によるべき場合は、この限りでない。
（公序）
第四十二条 　外国法によるべき場合において、その規定の適用が公の秩序又は善良の風俗に反するときは、これを適用しない。
（適用除外）
第四十三条 　この章の規定は、夫婦、親子その他の親族関係から生ずる扶養の義務については、適用しない。ただし、第三十九条本文の規定の適用については、この限りでない。
２ 　この章の規定は、遺言の方式については、適用しない。ただし、第三十八条第二項本文、第三十九条本文及び第四十条の規定の適用については、この限りでない。
　　　附　則 
（施行期日）
第一条 　この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。
（経過措置）
第二条 　改正後の法の適用に関する通則法（以下「新法」という。）の規定は、次条の規定による場合を除き、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前に生じた事項にも適用する。
第三条 　施行日前にされた法律行為の当事者の能力については、新法第四条の規定にかかわらず、なお従前の例による。
２ 　施行日前にされた申立てに係る後見開始の審判等及び失踪の宣告については、新法第五条及び第六条の規定にかかわらず、なお従前の例による。
３ 　施行日前にされた法律行為の成立及び効力並びに方式については、新法第八条から第十二条までの規定にかかわらず、なお従前の例による。
４ 　施行日前にその原因となる事実が発生した事務管理及び不当利得並びに施行日前に加害行為の結果が発生した不法行為によって生ずる債権の成立及び効力については、新法第十五条から第二十一条までの規定にかかわらず、なお従前の例による。
５ 　施行日前にされた債権の譲渡の債務者その他の第三者に対する効力については、新法第二十三条の規定にかかわらず、なお従前の例による。
６ 　施行日前にされた親族関係（改正前の法例第十四条から第二十一条までに規定する親族関係を除く。）についての法律行為の方式については、新法第三十四条の規定にかかわらず、なお従前の例による。
７ 　施行日前にされた申立てに係る後見人、保佐人又は補助人の選任の審判その他の後見等に関する審判については、新法第三十五条第二項の規定にかかわらず、なお従前の例による。
